
和泉市立南池田中学校 PTA規約 
 

 第一章 名称 及び 事務局  

第１条 この会の名称は、和泉市立南池田中学校 PTAと 

呼びます。 

第２条 事務局を和泉市立南池田中学校 

（以下学校と呼ぶ）内におきます。 

 

 第二章  目的 及び 活動  

第３条 この会は、家庭と学校及び地域社会とが一層親 

密になって、生徒の教育について責任を分か 

ち合い、全生徒の福祉の増進につとめること 

をもって目的とします。 

第４条 この会は、前条の目的を達成するための活動を 

行います。 

    １．学校・家庭・社会の教育環境の改善 

２．会員相互の修養・研修 

    ３．その他必要と認められる活動 

 

 第三章  会     員  

第５条 この会の会員となることができるものは次の通 

りです。 

１．学校に在籍する生徒の保護者 

２.学校に勤務する教職員 

 

 第四章  会     計  

第６条 この会の経費は、会費・事業収益及び寄付金を 

もって支弁します。 

第７条 会費は、月額４００円とします。 

第８条 この会の会計年度は４月１日に始まり、翌年３ 

月３１日に終わります。 

 

 第五章 役員 及び サポーター 

第９条 この会の円滑な運営のため、原則として会長１ 

名・副会長若干名・書記３名（うち教職員１ 

名）・会計３名（うち教職員 1名）・幹事若干 

名の役員を置きます。 

第１０条 役員の任務は次の通りです。 

１．会長は会を代表し、会務を司り、第１５

条、第２０条及び第２１条による総会、役

員会、実行委員会を召集し、役員会、実行

委員会の議長を努めます。 

 ２. 副会長は会長を補佐し、会長に事故あると

きはその代理を勤めます。 

３．書記は会の庶務を司り、第１５条、第２０

条及び第２１条による総会、役員会、実行

委員会の議事を記録し、その会合について

通知します。 

４. 会計は会の経費の収支を司り、すべての金

銭の収支について第６章１４条による会計

監査委員の監査を受けた決算報告を総会に

おいてその承認を受けます。 

５．幹事は庶務を司ります。 

第１１条 次期役員は第２０条による役員会において別 

に定める役員及びサポーター選出規定に基 

づき、現役員会において選出します。 

第１２条 役員会は別に定める役員及びサポーター選出 

規定に基づきサポーターを決定し、会長が 

委嘱します。 

第１３条 役員及びサポーターの任期については、役員 

及びサポーターの就任期間を通算して原則

２年とします。但し会長はこの限りではあり

ません。なお、再任は妨げません。 

 

 第六章  会計監査 及び 顧  問  

第１４条 会長は役員会にはかり、会計監査（２名）、 

顧問（若干名）を委嘱します。 

１．会計監査は、会計を監査し、その監査結 

果を総会において会員に報告します。 

２．顧問は会長が必要と認める事項について、

総会、役員会、実行委員会で意見を述べる

ことができます。 

 

 第七章  総  会  

第１５条 総会については以下の通りです。 

１.総会は年１回とし、その他必要に応 

じて臨時に開きます。 

２.総会は、原則として書面又は電磁的な方法

によって決議する。但し、会員の出席が必

要と判断された場合は、集会形式とする。 

第１６条 総会は、次のことがらについてはか 

           ります。 

１．会計報告、予算審議 

２．選出役員の報告(承認) 

３．規約の改正 

４．活動報告 

５．その他必要事項 

第１７条 総会は委任状も含めて、全会員の過半数の出 

席（書面又は電磁的方法による議決権行使 

者も含む）をもって成立とします。 

第１８条 総会の議決は、会員の出席、書面提出又は電 

磁的方法による委任状及び議決権行使の過 

半数によって決まります。 

 

第１９条 全会員の１０分の１以上の要求があった場合、 

実行委員会が必要と認めた場合は、会長が 

すみやかに臨時に召集しなければなりませ 

ん。 

 

      第八章  役  員  会  

第２０条 役員会については次の通りです。 

１．この会の役員会は会長・副会長・書記・ 

会計・幹事でもって構成されます。 

  

    ２．会長が必要であれば、第九章で定める実行 

委員会任務を役員会で代用することができ 

ます。 

 

 第九章 実 行 委 員 会  

第２１条 実行委員会については、次の通りです。 

１．この会の実行委員会は、役員会の構成人員 

及びサポーター並びに校長をもって構成し 

ます。 

２．実行委員会会議については、第２０条で定 

める役員会にて開催・活動が必要とされた 

段階で会長より招集されるものとします。 

第２２条 実行委員会の任務は次の通りです。 

１．２３条によるサポーターと合同して実施す 

る活動計画の検討 

２．総会に提出する議案・報告書の作成 

３．特定の目的を遂行するために設ける 

  特別委員会の任務及び構成についての案の



作成 

４．規定の制定・改定・廃止 

５．総会において委任された事務の処理 

 

 第十章 サ ポ ― タ ―  

第２３条 サポーターの任務としては次の通りです。 

役員会及び実行委員会で定める活動計画のサ 

ポート   

第２４条 サポーターの定数は６０名とします 

（各学年２０名）。 

ただし、役員会が必要と認めた場合は、定数 

を変更することができるものとします。 

 

 第十一章 表彰 及び 慶弔  

第２５条 表彰及び慶弔については、規定を別に定 

めています 

 

 

 附        則  

第１条 この規約は、昭和５８年４月１日から発行しま 

す。 

平成１５年３月 １日改正 

    平成１６年４月２４日改正 

    平成１７年４月２３日改正 

    平成２２年４月１７日改正 

    平成２５年１月１２日改正 

   平成２７年４月２５日改正 

平成３０年３月 ３日改正 

令和 ３年４月２４日改正 

令和 ５年４月２２日改正  

令和  7年２月  ６日改正 

 

 

第２条 この規約が改正される場合は、総会において、 

会員の出席、書面提出又は電磁的方法による委 

任状及び議決権行使の過半数によって決まりま 

す。 

 

 役員及びサポーター選出規定 
 

第１条 役員の選出にあたっては、規約第 11条にのっ 

とり、現役役員で構成する推薦委員会（副会長 

が委員長となる）を１２月上旬までに発足させ、 

役員候補者を２月末日までに、選出し、役員会 

に推薦します。 

第２条  選出された役員については、紙上による信任投 

票又は総会で決定します。 

尚、信任は、投票総数の過半数又は議決権行使 

の過半数を必要とします。 

第３条 サポーターは、学級編成後に役員会が決定し、 

会長が委嘱します。 

     

    令和７年２月６日改正 

    （令和７年度役員会及びサポーターの選出か

ら適用） 

 

表彰 及び 慶弔 規定  
 

第１条 生徒及び会員死亡の時は、樒一対（盛花）また 

はそれに相当する御供物を供えるともにご香

料（玉串料）金一万円をもって弔意を表します。 

第２条 表彰の必要ある時は、役員会において決定しま 

す。 

第３条 その他の慶弔については、必要と認める時は、 

役員会で決定します。 

第４条 緊急を要するときは、会長先決を行い、後日役 

員会に報告します。 

             平成２５年１月１２日改正 

 

  事 務 局 規 定   

この事務局は、教職員に局員を委嘱します。 

教頭を局長に委嘱します。 

             平成２５年１月１２日改正 

 

個人情報保護規定 
 

和泉市立南池田中学校 PTA（以下「本会」という。）

が保有する個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な

事項を定めることにより、本会の事業の適正かつ円滑な

運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的

として、ここに個人情報保護規定を定めます。 

 

（責務） 

第１条 本会は、個人情報保護に関する法令等を遵守す 

るとともに、実施するあらゆる事業を通じて個 

人情報の保護に努めます。 

（管理者） 

第２条 本会における個人情報保護管理者は、本会会長 

とします。 

１．個人情報保護管理者は、本会における個

人情報の収集、利用、管理および保存な

らびに開示および訂正の請求に対し、適

正に処理する責務を負います。 

２．個人情報保護管理者は、複数の個人  

情報保護代理管理者を置くことができ

る。代理管理者は、個人情報保護管理

者の指揮監督のもとにその職務を代行

します。 

３．個人情報保護管理者は、個人情報の適正

管理に必要な措置の一部を各事業を分掌

する本会の構成員に委任することができ

ます。 

（秘密保持義務） 

第 ３ 条 個人情報の管理者・取扱者は、職務上知る

ことができた個人情報をみだりに他人に

知らせ、又は不当な目的に使用してはな

らない事とします。尚、その職を退いた

後も同様とします。 

（取得の制限） 

第 ４ 条 本会は、個人情報を収集するときはあらか

じめその個人情報の利用目的を決め、本

人に明示します。なお本会は、要配慮個

人情報（思想、信条および宗教に関する

個人情報ならびに社会的差別の原因とな

る個人情報）については取得しないもの

とします。 

（利用目的） 

第 ５ 条 本会は、収集した個人情報を事前に定めた

目的以外に利用しません。ただし次の各

号のいずれかに該当するときはこの限り



ではありません。 

１．法令に基づく場合 

２．人の生命、身体または財産の保護の

ために必要がある場合であって、本

人の同意を得ることが困難であると

き 

３．公衆衛生の向上または児童の健全な

育成の推進のために特に必要がある

場合であって、本人の同意を得るこ

とが困難であるとき 

４．国の機関もしくは地方公共団体また

はその委託を受けた者が法令の定め

る事務を遂行することに対して協力

する必要があり、本人の同意を得る

ことにより当該事務の遂行に支障を

及ぼすおそれがあるとき 

（適正管理） 

第 ６ 条 個人情報保護責任者は、個人情報の安全確

保および正確性の維持のため、次の号に

掲げる事項について適正な措置を講じな

ければならないものとします。 

１．紛失、破損その他の事故防止 

２．改ざんおよび漏洩の防止 

３．個人情報の正確性および最新性の維

持 

４．不要となった個人情報のすみやか 

な廃棄または消去 

（委託管理） 

第 ７ 条  本会は、個人情報の取扱いの全部又は一部

を本会以外の者に委託するときは、原則

として委託契約において、個人データの

安全管理について受託者が講ずべき措置

を明らかにし、受託者に対する必要かつ

適切な監督を行うものとします。 

（第三者提供） 

第 ８ 条 本会は、収集した個人情報は事前の定めの

ない第三者へ提供しません。ただし次の

各号のいずれかに該当するときはこの限

りではありません。 

１．法令に基づく場合 

２．人の生命、身体または財産の保護 

のために必要がある場合であって、 

本人の同意を得ることが困難で 

あるとき 

３．公衆衛生の向上または児童の健全 

な育成の推進のために特に必要があ

る場合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき 

４．国の機関もしくは地方公共団体 

  またはその委託を受けた者が法の 

                定める事務を遂行することに対して協

力する必要があり、本人の同意を得

ることにより当該事務の遂行に支障

を及ぼすおそれがあるとき 

（第三者定義） 

第 ９ 条 次に掲げる場合において、当該個人情報の

提供を受ける者は、前条の規定の適用に

ついては、第三者に該当しないものとし

ます。 

１．本会が利用目的の達成に必要な範 

囲内において個人情報の取扱いの 

全部又は一部を委託する場合 

２．個人情報を特定の者との間で共同 

して利用する場合であって、その 

旨並びに共同して利用される個人情

報の項目、共同して利用する者の範

囲、利用する者の利用目的及び当該

個人情報の管理について責任を有す

る者の氏名は名称についてあらかじ

め本人に通知し、又は本人が容易に

知り得る状態に置いているとき 

３．本会は、前項第２号に規定する利 

用する者の利用目的又は個人情 報

の管理について責任を有する 

者の氏名又は名称を変更する場 

合は、変更する内容について、あ 

らかじめ本人に通知し、又は本人 

が容易に知り得る状態に置くも 

のとします。 

(第三者からの提供) 

第１０条 本会は、第三者から個人情報の提供を 

けるときは「第三者の氏名」「第三者が個 

人情報を取得した経緯」「提供を受ける対 

象者の氏名」「提供を受ける情報の項目」 

「対象者の同意の有無」について確認し 

記録する（事業者でない個人から提供を 

受ける場合は記録不要とする）。ただし次 

の各号のいずれかに該当するときはこの 

限りではありません。 

１．法令に基づく場 

２．人の生命、身体又は財産の保護のた 

めに必要がある場合であって、本人 

の同意を得ることが困難であるとき 

３．公衆衛生の向上または児童の健全な 

育成の推進のために特に必要がある 

場合であって、本人の同意を得るこ 

とが困難であるとき 

４．国の機関もしくは地方公共団体また 

はその委託を受けた者が法令の定め 

る事務を遂行することに対して協力 

する必要があり、本人の同意を得る 

ことにより当該事務の遂行に支障を 

及ぼすおそれがあるとき 

（情報開示） 

第１１条 本会は、本人から当該本人に係る個人情 

報について、書面または口頭により、そ 

の開示（当該本人が識別される個人情報 

を保有していないときにその旨を知らせ 

ることを含む。以下同じ。）の申し出があ 

ったときは、身分証明書等により本人で 

あることを確認の上、開示をするものと 

します。ただし、開示することにより次 

の各号のいずれかに該当する場合は、そ 

の全部又は一部を開示しないことができ 

るものとします。 

１．本人または第三者の生命、身体、財 

産その他の権利利益を害するおそれ 

がある場合 

２．本会の業務の適正な実施に著しい支 

障を及ぼすおそれがある場合  

３．他の法令に違反することとなる場合 

（情報訂正） 



第１２条 本会は、個人情報の開示を受けた者から 

書面または口頭により、個人情報の訂正、 

追加、削除または利用停止の申出があっ 

たときは、利用目的の達成に必要な範囲 

内において遅滞なく調査を行い、その結 

果を申し出をした者に対し、書面により  

通知するものとします。 

1． 本会は、前項の通知を受けた者から、

再度申出があったときは、前項と同様

の処理を行うものとします。 

（報告義務） 

第１３条 本規定に違反する事実または違反するおそれ

があることを発見した会員は、その旨を個

人情報保護管理者に報告するものとします。 

１．個人情報保護管理者は、前項による報

告内容を調査し、違反の事実が判明し

た場合には遅滞なく関係部門に適切な

措置をとるよう指示するものとします。 

 

 附      則  

 

この規定は、令和５年４月２２日から施行します。 

 令和５年４月２１日改正 

 


